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賠償交渉がまとまらなかったのは、交渉が個別交渉であったので、各国相互の

牽制があって、 1回の交渉で最終決定をしたのでは、圏内の不満を抑えること

が困難であったことにもよっていた。このため、 30年代に賠償再交渉の時期が

生じた。
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第 2章財政自立体制の確立と大蔵省

第 1節 1兆円予算と経済自立政策

1 1兆円財政の堅持

29年度の財政は、 1兆円予算の呼び名でその緊縮政策が特色づけられるが、

1兆円予算がこの時期の財政の性格を示すものとして重視されるのは、緊縮政

策で、あったということの経済政策的、景気政策的な意味よりも、講和発効後の

政治的な解放感で経費が急速に増大して、その抑制が困難祝された時期に、ド

ッジ・ライ γのような特別の権力による方法でなく、国民みずからの手で困難

な引締政策を実現したことにある。それはまた、戦後の民主政治のもとにおけ

る財政政策の実施について国民に自信を持たせたものであった。

26年から27年にかけての経済情勢は、政府の積極的な刺激対策を求めてい

た。それが28年度予算の編成の雰囲気に如実に示されていた。しかし、 28年度

予算の成立した 7月末には、すでに景気は上昇し、財政による刺激策は、回避

するほうが望ましい状態になっていた。朝鮮動乱以降の経済の活況と連年の減

税とによって国民生活も目立って好転し、消費需要は急増していた。民間投

資、国民消費、財政支出の増大が輸入増加を導き、園内投資増加が輸出努力を

鈍化させたので、動乱以降の特需、外需で、好調で、あった国際収支は、 28年にな

ると好調に不安の兆しがみえ、その推移は悪化への転化を容易に推測させるよ

うになった。このような状況に対処して、国際収支の均衡を回復し、経済を正

常の軌道に復するための方策は、財政政策、金融政策による需要抑制の外には

なかったが、 29年度予算編成に当って、初めからこのような明確な意識が政府

にあったわけで、はなかった。 28年度予算を基礎にして計画を立てれば、 29年度
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予算が 1兆円を犬きく超えることはむしろ当然と考えられていた。

緊縮財政実現への環境作りは大蔵省から各方面への説得によって進められ、

それが緊縮への世論となって予算編成の進行を援助した。 28年末に大蔵省原案

として閣議に提出された予算額は9，943億円、財政投融資2，805億円で、いずれ

も28年度(補正を加のを下回る規模で、あった。そしてそれは単に財政規模を

一時的に抑えたのではなく、政府の諸計画を将来にわたって抑制する体制に切

り替える方向で検討された結果で、あり、経済の自立再建が達成されるまで堅持

されるべきものとしてまとめられた。小笠原蔵相の財政演説は、 29年度予算の

このような性格を明らかにしている。原案で、予算緊縮への重点となったのは、

地方行財政制度の改正と補助金の徹底整理とであった。

復活折衝の段階で若干の修正があって予算は9，995億円となり、国会提出後

も一部修正されたが、 28年度予算の場合のような大規模のものではなく、予算

の枠は1兆円を超えることなく抑えられた。このような予算に対して、予算の

実体は1兆円を超えるものだとして、 1兆円内に予算を抑制したということを

批判する者もあった。しかし、たとえその批判が計数的な真実を示すものであ

ったとしても、 1兆円予算実現の意義を無にするもので、はなかった。政府、国

会(政党〉、経済界がこの緊縮財政の実現に協力することができたことに意味

があった。予算が 1兆円を超えたからといって、経済が破綻するわけのもので

はない。占領中の諸政策はことごとに司令部の承諾のもとに実行されていた。

それは一面では政府を拘束していたが、他面では政府、国会が責任を回避する

方便でもあった。これに対して、朝鮮特需が依然残ってはいたが、講和まで続

いていた援助に頼らずに経済自立策を進めようとする姿勢をこの予算編成、審

議が示していた。したがって、緊縮財政は29年度に止まらず、 30、31年度にも

続けられた。

29年度予算は、実行段階でさらに繰延計画が立てられ、財政投融資計画も圧

縮されて、国際収支均衡回復策は強化されたが、年度後半には国際収支の好転

もあり、失業の増大、災害の発生等があって、一部の繰延べを緩和するととも
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第 8-2表昭和29年度予算

28 

補正後 当

租 税 及 ~D 紙 収 入 7，567 

専 売 納 付 金 1，508 

官業益 金 及 官 業 収 入 166 

政府 資 産 整理 収 入 138 

雑 収 入 438 

前年度 剰 余金 ~盛~ 入 456 

歳 入 計 10，273 

防 衛 支 出 金 620 

防 衛 〈保 安〉 庁 経 費 611 

平和回復善後処理費 30 

公 共 事業、食糧増産対策 1，733 

住 宅 対 策 費 137 

出 資 及 投 資 429 

生 活 保 護 費 267 

社 会 保 険 費 95 

結 核 対 策 費 126 

失 業 対 策 費 194 

旧軍人家族等恩給費 450 

国 立 ぷL子"-4 校 運 営 費 272 

義務教育費国庫負担金 622 

地方交 付税交 付 金

地方譲 与税譲 与 金 一
地方財政平衡交付金 1.376 

国 債 費 440 

農 業 保 険 費 194 

文 官 恩 給 費 113 

そ の 他 重要経 費 言十 1，478 

そ の 他 事 項 経 費 1.069 

歳 出 ムロー 計 10，273 
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(単位:億円〉

29 

初 補正後

7，718 7，783 

1，304 1，252 

132 132 

84 84 

354 344 

403 403 

9，996 9，999 

584 584 

788 743 

150 150 

1，624 1，633 

134 126 

200 200 

287 357 

107 105 

135 132 

205 243 

638 638 

303 298 

700 708 

1，216 1，256 

79 114 

一 一
430 403 

160 172 

146 146 

730 626 

1，377 1，363 

9，996 9，999 
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第 8-3表昭和30，31年度予算

30 

当 初 補正後

租 税 及 印 紙 収 入 7，748 7，908 
専 売 車内 付 金 1，175 1，125 
官業益金及官業収入 122 126 

政府 資 産 整 理 収 入 71 83 
雑 収 入 390 483 

日U 年度 剰 余 金 耳JιZ 入 408 408 

歳 入 計 9.915 10，133 

社 ムヱミ 保 障 関 係 費 1，012 1，033 
文 教 関 係 費 1，172 1，194 
科 A寸Lらー 技 術 振 興 費 一
国 債 費 434 442 

恩 給 関 係 費 833 851 

地方 ;→ぷで』 付 税 交 付 金 1，374 1，555 
防 衛 関 係 費 1，328 1，328 
賠償 等 特 殊 債務処理費 100 70 

公 共 事 業 関 係 費 1.466 1，410 
住 宅 対 策 費 173 170 
出 資 お よ び 投 資 40 40 

農 業 保 険 費 146 118 

外航船舶建造融 資 利 子 補 給 35 34 

そ の 他 事 項 経 費 1，721 1，879 
予 備 費 80 80 

歳 出 メ口L 計 9，915 10，133 

(単位:億円〉

31 

当 初

8，267 

1，127 

136 

77 

361 

381 

10，349 

1，134 

1，226 

114 

385 

899 

1，628 

1，408 

100 

1，419 

103 。
112 

31 

1.708 

80 

10，349 

に、補正予算が組まれた。しかし、これらの対策も既定経費節約等によったの

で、 1兆円予算の枠を超えることがなかった。

30年度予算はその編成過程で内閣が交替し、衆議院の解散もあって、予算編

成としては条件が悪く、従来の傾向から、その規模が膨張しやすい可能性を包

蔵していたけれども、国際収支の動向に警戒をゆるめない当初の編成の意図を

守って、再度 1兆円予算を実現した。 30年度予算については、いくつかの手続

上の特色がある。各省庁の概算要求に対して標準予算制度を復活したこと、通
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常国会には予算案を提出せず、予算編成大綱を提示して財政演説が行われたこ

とがそれである。総選挙後、この大綱に従って予算がまとめられ、 7月 1日に

国会を通過、成立した。予算成立までに衆議院で自由党の修正要求を民主党、

自由党の共同修正に組み直して予算の一部を修正し、また 4、 5月と 6月の 2

次の暫定予算を編成した。一般会計の規模は、政府原案の9，996億円が9，915億

円となり、 1兆円予算の意図は引き継がれ、暫定予算においても政策的経費が

極力抑制され、 3カ月分の歳出は2，897億円で、あった。

30年度予算の国会修正に際する自由党の主張は、予算案が超デフレ予算であ

って、産業経済の委縮、民生の不安を招来するおそれがあるから、財政の基礎

を強固にして経済の拡大均衡を図るようにすべきであるということであったか

ら、予算修正による妥協も31年度予算でのそれらの要求実現を期したものであ

った。しかし、 30年度予算の補正で予算は 1兆0，133億円にはなったものの、

政府は31年度予算編成についてもなお健全財政堅持の方向を守った。このよう

な方向の確認は30年 8月末に民間有識者を集めて大蔵省に設置された財政懇談

会の中間報告によって導かれた世論を背景にしたものであり、このような意向

を反映した民主党の予算編成方針によるもので、あった。

この時期に財政運営に大きな影響を与える政治的な動きがあった。それはい

わゆる保守合同で、 30年11月15日に与党の民主党と自由党とが合同して自由民

主党を結成し、衆議院の過半数を占める政党となった。 28年の総選挙以来、政

府与党が議席の過半数を占めないために予算案の国会修正が毎年続き、修正に

よる予算の性格の一貫性を欠く事態が繰り返されていた。保守合同はこのよう

な事態を避ける体制を作ったが、他方で与党の政府に対する要請は強まり、ま

た与党内の調整、政府との調整にも多くの問題をもたらすことになった。

31年度予算は一般会計で 1兆0.349億円となったが、それは28年度補正後の

1兆0，273億円をわずかに上回る程度で、この 4年度引続いて 1兆円の予算が

守られたものとみてよかった。予算案の国会の審議も特に問題はなかった。し

かし、 28年度以降の予算規模の抑制は上昇方向にあった経費を抑えたものであ
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ったから、それだけ社会諸般の要求が満たされないものが残されたが、この 4

年度の聞はこの 1兆円の枠の中で計画が進められた。 29年度についてはすでに

示したが、 30年度には地方財政、社会保障、教育についての経費増加があり、

揮発油税等を財源とする特別会計の設置があって、道路整備 5カ年計画が始め

られ、 31年度ではこの道路港湾の整備が促進されるとともに貿易振興、産業基

盤強化等の経済政策の推進、住宅対策等が配慮された。そして、これらの計画

との関連で財政投融資計画の活用が進められ、特に民間資金の活用による財政

金融の総合一体化が強く意識されるようになった。

2 積極財政への胎動

32年度以降の財政は29年度以降の 1兆円予算に象徴される健全均衡財政とは

趣きを異にしたかなり積極的なものであったが、所得倍増を政策の柱として貿

易為替の自由化を推進しようとしたその後の時期の財政とも異なるものであっ

た。 1兆円予算の持続の聞に、経済自立の基礎を固めた成長を始めた経済の要

第62代大蔵大臣 一万田尚登

請を、財政施策によって満たそうとする

政策の期間とみることもできる。 32年度

予算を特色づける1，000億円減税、 1，000

億円施策も、 33年度予算に計上された経

済基盤強化資金もその一つの表現で、あっ

Tこロ

32年度予算をひかえた政治経済情勢は

それまでの時期とは異なった雰囲気の中

にあった。 29年からの輸出増大によって

景気は漸次上昇し、所得の増加によって

租税収入増大が期待できるようになって

いたことと、それまでの健全財政で抑制

されていた政治課題の実現をそのまま抑
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第 8-4表昭和32年度予算

31年度

補正後

租 税 及 印 紙 収 入 8，797 

専 売 納 付 金 1，127 

官業益 金 及 官 業 収 入 139 

政 府 資 産 整 理 収 入 77 

雑 収 入 375 

前年 度 剰 余 金 ~ 入 381 

歳 入 言十 10，897 

社 ムヱミ 保 障 関 係 費 1，173 

文 教 関 係 費 1，245 

科 持i_!:f:. 技 術 振 興 費 114 

国 債 費 385 

恩 関 係 費 925 

地 方 チAで. 付 税 交 付 金 1，738 

防 衛 関 係 費 1，408 

賠償等特殊債務処理費 100 

公 共 事 業 費 1，419 

住宅及び環境衛生対策費 103 

農 業 保 険 費 112 

産業投資特別会計繰入 300 

食 糧 管 理 費 34 

そ の 他 事 項 経 費 1，760 

予 備 費 80 

歳 出 l口L 計 10，897 
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(単位:億円)

32年度

当初 補正後

9，469 9，893 

1，183 1.183 

145 147 

87 87 

299 345 

191 191 

11，375 11，846 

1，226 1，243 

1，347 1，392 

179 181 

362 362 

961 967 

1，868 1.946 

1，412 1.412 

215 215 

1，645 1.645 

124 124 

107 107 

310 

1，850 1，865 

80 80 

11 ，375 11.846 

えておくことが困難になっていたこともあって、 31年 6月には一万田蔵相も積

極財政への転換をほのめかしていた。しかし29年後半から沈滞していた民間投

資が、 31年中ごろから増勢に転じ景気が目立つて活発化したために、財政の景

気に対する警戒の立場から、健全緊縮財政の実現を望む芦もあった。このよう

な情勢の中で予算について政府は明確な方向を示すことはなかったが、編成作

業を進める過程で、国内では政情不安が続き、海外ではスエズに動乱が起こっ

た。圏内問題は、 12月に石橋内閣が成立し、池田勇人の蔵相就任が決まって積
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極財政推進の方向に固まったが、海外問題は、スエズ運河の航行途絶の影響

で、輸入物価が高まり輸入促進への動きが強まるという結果になり、国内の投

資はさらに積極化されていた。

32年度予算は1，000億円施策で積極予算と言われたが、 28年度予算が公債収

入を財源に予定したのとは異なって、租税収入増加を基礎におくものであり、

このうえに揮発油税の増徴による道路整備の促進と、 31年度租税収入増加分を

産業投資特別会計資金に繰り入れることによって、 32年度の投融資財源を確保

する措置が加えられていた。 1，000億円減税で所得税負担の大幅緩和が計画さ

れたが、租税特別措置の整理や揮発油税の増徴等で租税収入は確保され、一般

会計予算規模は 1兆1，375億円となり、 31年度当初予算を約1，000億円上回っ

た。財政投融資計画は31年度当初の約3，500億円に対して4.091億円と著しく大

きくなった。公募資金を減じ、三陸路といわれた電力、鉄鋼、輸送に対する配

慮と中小企業、農林漁業対策を加えた。

32年度の財政計画そのものは不健全な性格のもので、はなかったが、この財政

計画の実施が景気に強い刺激を与えることも十分予想できた。すでに31年後半

から景気は過熱化の様相を強め、スエズ動乱の影響もあって輸入は急増し、国

際収支が悪化したので、金融政策の転換に続いて財政面からの輸入抑制策が必

要となって、 6月には、歳出の繰延べと財政投融資計画の圧縮によって対処す

ることが閣議で決定した。積極財政は国際収支の壁に突き当ってその実行を阻

止された。この予算繰延計画は石橋内閣に代わった岸内閣において池田蔵相の

手で行われたが、計画決定後蔵相は一万田尚登に代わったので、 33年度予算は

一万田蔵相によって編成されることになった。

景気調整推進のもとでの33年度予算の編成は、 32年度の積極財政に対する反

省という意味で再び緊縮財政の方針に戻り、 9月に立てられた構想では、歳出

を極力抑制し、収支の余裕金を景気調節財源として棚上げすることを基本のね

らいとした。しかし、緊縮財政は 1兆円予算に戻ることを意味するものではな

かった。すでに32年度予算によって歳出増大への基礎が作られ、 31年来の経済
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活動水準の上昇で租税収入の増大があり、与党からの

政策的要求も多く出ていた。さらに野党からも、大蔵

省内からも減税への要求が強かった。したがって、増

加租税収入と歳計剰余金とを歳出と減税と景気調節財

源とにどう配分するかが予算編成での課題となってい

Tこ。

皇太子妃決定の報がなベ 予算編成作業の過程で経済情勢は少しず、つ変わって
底景気の終鈴となった

いった。 33年に入って政府案が決定するころには国際

収支の不安は一応後退し、むしろ圏内経済の行きづまりが見えはじめていた。

31年度収支の剰余金が大きな額であったので、法定国債償還繰入れを除いた

436億円を経済基盤強化に振り向けることで資金棚上げ、意図を実現して、戦後

初めての景気調整予算を作ることになった。それでも財政規模は 1兆3，121億

円となって当初の歳出を極力抑制するとし、う意図とは異なったものになった。

経済見通しは経済成長率を2.2%と予想していたので、この財政計画は約1，000

億円の実質経費増加で組まれて、国内需要抑制の予算とはならなかったが、経

済基盤強化等の棚上げ資金の計上は大きな特色であった。これらの項目を列記

すれば、経済基盤強化資金221億円、中小企業信用保険公庫保険準備基金65億

円、農林漁業金融公庫非補助小団地等土地改良事業助成基金65億円、輸出入銀

行東南アジア開発協力基金50億円、日本貿易振興会基金20億円、日本労働協会

基金15億円の計436億円である。

33年度予算では政府の基本の意図は圏内需要抑制にあった。それは十分に予

算に体現されなかったが、経費の増加は33年度経済にはかえって適合してい

た。 33年度が始まるころから景気不振が目立ち、政府としても需要頭打ちの打

開を考えなければならなくなった。 6月の公定歩合引下げ等の一連の金融措置

の後で、与党も大蔵省でも34年度予算編成については、財政面からの景気対策

を折り込もうとする意見が出て、公債発行も辞せずとする積極策をとろうとの

雰囲気が作られた。 1兆円予算に象徴された自立経済への財政政策は、 32年度
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予算から少しずつ性格を変えたが、それは単に健全財政を守るというのでな

く、しだいに政策的役割の多い財政に変わろうとするものであった。

第 8-5表昭和33，34年度予算

(単位:億円〉

33年度 34年度

当初 補正後 当初

租 税 及 印 紙 収 入 10，259 10，339 11. 212 

専 売 納 付 金 1，170 1，200 1，201 

官業益金及官業収入 153 157 161 

政 府 資 産 整 理 収 入 105 113 150 

雑 収 入 432 519 693 

経済基盤強化資金受入 一 221 

前 年 度 剰 余 金 ~ι Z 入 1，002 1，002 805 

歳 入 計 13.121 13，331 14.443 

社 コAミ 保 障 関 係 費 1.258 1，300 1，479 

文 教 関 係 費 1，439 1，487 1，597 

科 ρ寸主d与・ 技 術 振 輿 費 216 216 225 

国 債 費 672 672 554 

恩 給 関 係 費 1，106 1，106 1.229 

地方 守J阜で- 付 税 交 付 金 2，240 2，240 2，486 

防 衛 関 係 費 1，462 1，462 1，537 

賠償等特殊債務処理費 262 262 323 

公 共 事 業 関 係 費 1，741 1，817 2，210 

住宅及び環境衛生対策費 124 124 137 

農 業 保 険 費 111 111 109 

貿易振興及び経 済 協 力 費 28 28 38 

中 ~ 業 対 策 費 31 31 22 

経済基盤強化資金等 436 436 50 

そ の 他 事 項 経 費 1，916 1.949 2，366 

予 備 費 80 90 80 

歳 出 メ口与 計 13.121 13，331 14，443 
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第 2節税制の整備-シャウプ税制の修正

ドッジ・ラインの財政あるいはシャウプ勧告による税制は、朝鮮動乱以降の

経済の急膨張、財政活動の量的、質的な変化を予想するもので、はなかったか

ら、財政も税制も多くの面で大きく変わっていったo 税制についてはシャウプ

勧告の基本線が変更されるところまではいかなかったが、わが国の実情に合っ

た税制にするための修正が積み重ねられ、勧告実施後10年ならずにかなり性格

の異なった税制となった。しかし他方、この間にシャウプ勧告の意図は税務行

政で着実に基盤を固め、新しい税務の体制が作り上げられた。そのような体制

に適応するために明治30年以来税法の基礎法規であった国税徴収法が再検討さ

れ、昭和34年に国税徴収法の全面改正となった。

25年の税制改正以来34年まで連続して10年間毎年税制改正が行われたが、こ

れは戦時を除くわが国の税制史としては初めてのことである。そしてまたその

改正が減税を柱としたもので、あったことも特筆すべきことで、あった。減税を続

けなければならなかったのは、国民の租税負担が極端に重かったことにある

が、減税を実現しえたのは、この間に急速な所得の増大があったことによって

いる。そのために減税は、累進構造によって所得の増加に伴い急速に税負担の

増加する所得税中心に進められたが、税制改正ではかなり広い範囲に及び、租

税体系も変化した。それはシャウプ税制の修正でもあった。まず税制改正の推

移をみよう。

1 税制改正の推移

24年と25年の二度の勧告によってシャウフ.税制は形を整えたが、勧告のねら

いが 5年や10年は変更することのないような恒久的税制の確立にあり、 25年の

調査勧告は、第一次勧告の実施状況による調整をねらったもので、あったにもか

かわらず、税制としては日本国民になじめない要素を残しており、さらに朝鮮
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動乱後の経済が税制にいろいろな期待を提示して、 27年の講和発効を前に税制

はかなり大きな改正をした。 26年に続いて所得税の基礎控除と扶養控除の引上

げで、負担軽減を図ったが、このほか所得税については、配当所得に対する源泉

徴収を復活し、退職所得課税の軽減があった。また法人税では、動乱後の法人

所得の急増に対処して税率を35%から42%に大幅の引上げを実施し、他方、租

税特別措置を拡充して、広範囲の償却、準備金制を設けて、企業経営の安定と

投資の合理化促進を図った。このほか、地方税では、事業税で基礎控除制の採

用、入場税、遊興飲食税の税率半減等が行われた。なおシャウプ勧告が富の再

分配をねらいとして重課した相続税の軽減があった。勧告によって25年には課

税価格5，000万円超に90%の税率を課することにしていたのを27年の改正で課

税価格 1億円超70%に止めて全般に税率を軽減した。

しかし、シャウプ勧告の修正は28、29年の改正にもっと明確に現われた。講

和発効後の解放された雰囲気の中で、占領行政下で作られた体制を変更しよう

とする動きは、実情に合わないということで諸問題を取り上げたが、税制につ

いても同様であった。株式の譲渡所得に対する課税は、税務執行上その把握が

困難であり、またこれを強行すれば、資本市場を圧迫し、ひいては株式投資を

阻害するおそれがあるとの理由からこれを廃止し、その代わりにこの課税収入

額に対応する税収を目途として、有価証券の譲渡、売買の際に課税することに

して、有価証券取引税を新設した。また富裕税を廃して、所得税の最高税率を

55%から65%に引き上げた。利子所得に対する扱いは税制上常に問題になり、

シャウプ勧告で利子課税の源泉選択制度は廃止されたが、 26年にそれが復活し

たo 28年には利子所得をすべて源泉分離課税とし、その税率も10%とした。そ

れは譲渡所得課税廃止とともに資本蓄積促進、貯蓄増強を図った措置であっ

た。 28年には前年に続いて所得税の基礎控除、扶養控除の引上げがあり、租税

特別措置の拡充もあったが、間接税にも手が加えられた。酒税、物品税は軽減

措置で、あったが、砂糖消費税は増徴された。 28年の改正はシャウプ税制をかな

り大きく変えるものとなった。
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29年の改正は28年とは異なった手順で進められた。税制の改正について税制

調査会が設けられ、その答申と地方制度調査会の答申とに基づいて改正案が作

られた。税制調査会は、税負担の調整、資本蓄積の促進、賛沢消費の抑制、地

方財源偏在是正を目標に審議答申した。地方制度調査会の答申とあわせて考慮

された地方財政税制の改正が29年の改正の特色で、あるが、この改正によって地

方財政平衡交付金制度は地方交付税制度に替わり、新たに地方譲与税制度を設

けて、入場税を国税に移してこれを人口に応じて都道府県に譲与した (30年に

は地方道路税を都道府県と五大市に譲与することにした〉。またシャウプ勧告

の特色といわれた付加価値税を廃止し、道府県民税、不動産取得税等を設け、

たばこ消費税を設けた。地方税制の広範な改正は地方財政再建整備の一環をな

すものであったが、自立経済、健全財政を意図した 1兆円予算に対応した国税

改正は、景気情勢の転換に伴い税制調査会の提案の一部を見送って、純減税額

のほとんどないという改正であった。負担の調整、資本蓄積の促進として、所

得税の基礎控除、扶養控除等の引上げ、配当金源泉徴収率の引下げ、法人税の

同族会社積立金課税の緩和等を取り上げ、所得税で予定納税制度を導入し、第

三次の資産再評価を図った。他方賛沢消費の抑制として酒税、砂糖消費税、物

品税の増徴、たばこの値上げ、繊維消費税の新設が計画されたが、繊維消費税

は国会で反対されて実現しなかった。

30年の税制改正については、税制調査会は開かれなかったが、改正の内容は

特異なもので、あった。配当所得に対する源泉徴収率を引き下げ、公社債預貯金

利子の所得税を免除し、法人税については税率を42%から40%に下げるととも

に、国会の修正によって年所得50万円以下の税率を35%とする 2段階税率が採

用された。貯蓄振興に対する一万田蔵相の意欲が利子課税に端的に示された。

31年には25年来毎年実施された所得税の基礎控除引上げが見送られたが、減税

が積極的に取り上げられなかったのは、臨時税制調査会が32年に根本的改正を

実現しようとしたためで、あった。しかし、 31年には給与所得控除率が引き上げ

られた。
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講和発効後の税制改正は主として過重負担回避をねらい、あわせて税制を実

状に適合させる配慮が加えられたが、多くの措置が租税特別措置による一時的

なものとして扱われ、税制全体としての検討は十分に行われなかった。 30年8

月に設置された臨時税制調査会はこのような過程を再検討して、 32年に大幅な

改正の実現を期した。調査会はそれまでの傾向とは異なった大胆な答申をした

が、そのような答申ができたのは経済の好調が多くの租税収入増加をもたらす

ことが見込まれたためで、もあった。それまでの所得税減税は基礎控除と扶養控

除の引上げを主として、税率については軽微な改正に止められてきたが、答申

では中位の所得者の負担軽減を中心としていた。また26年以来その数を増して

いた租税特別措置を整理して、税体系としての姿勢を正した。改正についての

調査会の理解は、 (1)所得水準は戦前に復したが、国民の蓄積が乏しく国民生活

の危険負担の準備が不十分である、 (2)税率が急激な累進であり勤労意欲、事業

意欲が失われ、負担回避への動きもある、 (3)所得の種類、利子配当所得の優

遇、法人個人問、租税特別措置等によって租税負担の不均衡がある、 (4)園、地

方を通じる税体系、地方団体聞の財源に不均衡がある、ということで、直接税

中心の体系は変えないが、所得税の過重な負担を避けることが先決であるとし

て、そのためには、重心を間接税に傾けることを改正の一つのねらいとした。

道路財源として揮発油税、地方道路税、軽油引取税の増徴を加えたが、売上税

創設については時期を今後にゆずる態度をとった。この答申の線が石橋内閣の

1，000億円減税、 1，000億円施策の基礎となった。

32年の改正が大規模であったので、 33年以降では32年に実現できなかった点

の検討で改正が進められた。 33年には相続税の改正が税制特別調査会の答申に

よって行われたが、取得課税の体系は崩さないで法定相続人の数によって相続

税の総額を定める方式を取り入れた。また法人税率を 2%引き下げ、軽減税率

適用の 2段階区分を32年に100万円以下としたのに続いて200万円以下にその額

を引き上げて軽減水準を高めた。そのほか2年間の臨時措置として貯蓄控除制

を設け、酒税も軽減した。 34年では所得税で扶養控除を大きく引き上げたこと
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が目立つたが、砂糖消費税の一部を関税に移したことが特徴的であった。

2 国税徴収法の全面改正

34年に国税徴収法の全面改正が実現した。国税徴収法の改正は、シャウプ勧

告による税制体系整備後の主要な課題で、あったが、問題が税制の基礎に根ざす

ものであったので、すぐに手をつける余裕が与えられなかった。しかし、 29年

に強制執行手続と滞納処分手続との問の調整について、法制審議会から国税徴

収法の改正についての申し出があり、 30年なかごろから具体的な準備に入り、

12月末に租税徴収制度調査会を設置して検討に入った。その後、 3年間の調

査、研究によってようやく具体案が整い、法案の国会提出が固まったのは33年

末であった。このような長年月を要したのは、国税徴収法が明治30年施行以来

基本的には変わるところがなかったが、それが民法、商法の施行と前後して制

定されたために法体系としても不整備であったからである。その後の経済の発

展と租税構造の変化からみても、その改正は当然実施されなければならないも

のであった。地租、酒造税を中心とした租税体系のもとで考えられたものを、

所得税、法人税を中心とした体系のもとで実施するものに合理化しなければな

らなかった。この改正はまた、次にくる国税通則法制定までの中間的役割をも

果たしたのである。改正の主目的は、租税徴収の優先権をめぐる他の債権との

調整を図ることであったが、上記のような理由から、徴収制度一般について全

面的な合理化が行われた。
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第 3節地方財政対策と再建整備

地方財政問題は、新憲法による地方自治の問題とともに、戦後の新しい問題

をもたらした。地方自治法、地方財政法によって地方財政の課題は確立し、さ

らにシャウプ勧告によって地方の財政的基礎が強化された。しかし、講和発効

によって国家活動が増大し、地方の活動が急速に増大していたので、地方の財

政的条件は好転せず、講和後の地方財政はかえって苦しくなっていた。このた

め、いろいろの地方財政対策がとられたが、それが国の財政膨張の一因となっ

た。地方財政平衡交付金の増額、各種補助金の増大、災害対策等の立法措置、

あるいは義務教育費の国庫負担にそれらが示された。しかし他面、平衡交付金

の実際についてみると、それは基準財政収支の不足額を十分に補填するには至

らず、財源は偏在し、府県の自主財源は不足し、行政事務量の増大に対する国

の補助金はその活動を保障するまでには至らなかった。さらに知事公選制が知

事に過大な公約を叫ばせる傾向を生み、過大な事業を計画する傾向を強め、多

くの府県が財政赤字を生じ、債務を増加させた。この傾向を助長させていた一

因に、運用部資金等の運用に対する制限があった。司令部の政府資金、民間資

金の峻別の方針が、運用部資金等の活用を長期間にわたって国債、地方債に限

定していたので、貸し手にとっては地方団体は唯一の対象であり、地方団体が

容易に借りられる条件が作られていた。

いまや地方の財政の赤字の持続は放置できない状況を見せはじめた。財政赤

字の補填が短期資金の借換えによってつなげられているような事態が生じた。

ことに、 28年の災害対策についての会計検査院の検査報告で、農林、建設両省

の補助金関係だけでも2.000件を超える批難件数が示されて、地方団体の経理

の乱脈が明るみに出て、放置が許されなくなった。

このような事態になるに先立つて、地方制度調査会の答申等による体制整備

が進められ、 29年度から地方交付税制の実現、地方譲与税および地方たばこ消
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費税の設定があったが、資金面の対策として、大蔵省では理財局に地方資金課

を設置して、地方資金の整理調整を進めた。地方財政全般についての対策は、

地方財政再建整備法によって進められることになったが、地方資金について

は、従来の運用が地方の行政に対する財源供給役割を果たしていたのを、行政

能率を重視し、償還能力を基準とする貸付けに転換した。
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第 4節財政投融資計画の発足と政府関係機関の
増設

財政投融資計画という形式で、政府の予算とは別に計画表が発表されるよう

になったのは、昭和28年度予算の審議に際してである。その計画規模は3，228

億円で、一般会計予算の 3分の 1という大きなものであった。そこに講和発効

の経済自立政策のなかでの政府の投資の役割の大きさが示されていた。

政府投資が盛んに行われたというのは、何も講和後の財政だけに示された特

色ではない。古くは明治以来の殖産興業政策があり、太平洋戦争にまで結びつ

いた戦時の国家投資があった。戦後、占領下にあって戦時補償打切り、財閥解

体等による投資資金調達困難に際して復興金融金庫が設けられ、ドッジ・ライ

ン以後は、まず見返資金による投資があり、別に国民金融公庫、住宅金融公庫

が作られ、さらに日本輸出銀行、日本開発銀行が設立されて、財政目的に即し

た資金の重点的供給が図られた。また預金部が資金運用部に改組されて、資金

運用が金融債等の多部門に広げられて、財政の投融資領域は大きくなるととも

に重要性を高めた。

占領中は見返資金の運用が司令部の厳重な管理下におかれたので、資金運用

部の資金と二元的な投融資が行われたが、講和発効とともに米国の援助が打ち

切られて、見返資金が枯渇し、復金資金と見返資金との回収金が、開銀原資と

産業投資特別会計原資として活用されることになって、政府の資金をみずから

統一的に管理する体制が作られた。かくて、 28年度予算編成にあわせて投融資

を一括した計画表として提示し、財政計画に対応した合理的な資金管理が進め

られることになった。これまで、 24年度予算の総合収支均衡、 27年度予算の政

府内の資金による均衡等の扱いは、政府内の資金による収支調整を考えたもの

であったから、そのような関連を明らかにするとともに、政府資金がどのよう

に政府企業、民間企業、地方団体に供給されるかを明らかにし、それを国民経

済全体の動きにどのように適合させるかの目安とすることが可能となった。ま
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た27、28年には、政府資金による特殊機関の設立が多かったので、それらへの

資金供給の性格を明らかにすることにもなった。

財政投融資計画で示される大きさは、資金運用部資金、簡保資金等の政府管

理下の新規資金の配分額で、あって、財投融資対象機関の投融資を指しているの

ではない。たとえば、開銀の投資回収資金の再投資、国鉄の営業余剰の投資へ

の振向けなどは計画のわく外に自己資金等として別掲され、それらをも含めた

総計金額の表示はない。それでも、 28年度で一般会計の額の 3分の 1に相当す

る投融資計画額となった。戦前の財政活動ではみられなかった大きさであっ

Tこ。

次に28年度以降の計画の推移を概観しよう。 28年度の計画は、 27年度以前の

投融資の規模に比して、特に大きかったわけではない。むしろ、 28年度では投

融資の原資確保に問題があった。 27年度にも依然、残っていた見返資金が期待で

きなくなったいたからで、そのために、当初の自由党の貯蓄公債の構想が、最

終的には投融資計画で減税国債の形で生かされ、原資の補填をした。減税国債

に対しては、初めから大蔵省内部にも批判的な意見があり、その実行も所期の

とおりにはいかなかったが、このような方法によっても、財政投融資を積極的

に進めようとする政府の意図が示されていた。同様の意図から、国鉄、電電の

公募債が発行されることになり、戦後初めて政府保証債の発行となった。

しかし、 29年度以降の 1兆円予算の計画意図に対応して、財政投融資の計画

規模も実行も圧縮され、減税国債の発行も取り止めとなったが、 30年度、 31年

度と 1兆円予算が持続されたので、一般会計に対する相対比率はかえって増加

する傾向を示した。この計画増大過程で、従来の投資対象の民間への肩替りを

進めるとともに、公募債による原資調達の傾向を強めた。 32年度の計画は、一

般会計の規模増大に歩調を合わせて増大した。

32年度の政策転換に当って、金融の引締め、財政支出の繰延べに応じて、投

融資計画も大幅に圧縮され、 33年度の計画は32年度の当初計画を下回る規模に

なったが、 33年度には政府の景気刺激計画の一端として、戦後初めての外債発
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行が実現して、財政

投融資の役割は再度

積極的なものになっ

た。 34年度の計画は

従来になく大きな計

画になった。この時

期の財政投融資計画

で、は、外貨借入れは

特別に掲記されてい

ないが、 33年度以前

にも世銀からの借款

による投資は進めら

れており、それらは

自己資金等として別

扱いであった。

原資調達について

は、財政投融資計画

戦後の画期的な大土木工事となった愛知用水 出発当初からかなり

の変化がある。当初は一般会計からの繰入れ、産業投資特別会計からの繰入れ

が大きかったが、それらは出資のための資金であった。しかし、一般財源の不

足、見返資金の枯渇で、このような方法による出資原資の調達が漸次困難にな

るに及んで、経済好調時の租税等の収入余裕金を産業投資特別会計の資金に入

れておき、必要に応じて産業投資特別会計が繰り戻して使う方式が用いられる

ことになった。また、見返資金打切り後、米国からの申し入れで余剰農産物の

受入れが決まり、その売却代金の融資も投融資計画の一環に加えられた (30、

31年度〉。

もともと、政府の手によって投融資が行われるのは、それが民間の手による
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ことが困難なものか、より望ましい投資を積極的に進め、民間の投資を誘導す

るものかを目的とするものであり、復金にせよ、見返資金にせよ、さらに政府

関係の機関の設立にせよ、すべて共通で、あった。講和以前から投融資が経済の

自立再建に直結していたことは当然であった。しかし、その基幹産業への量的

資金供給の性格は、漸次民間投資の質的補完に移り、中小企業、農林漁業ある

いは住宅という方面への重要性が高まった。そして民間資金の活用が広がっ

た。また、政府が主として金融機関を通して資金を供給する体制から、政府が

それぞれの目的をもった事業を直接実施する機関を作り、それに資金を提供す

る方法も取り込んだ体制に移っていった。講和前後の公庫の設立の進んだ時期

に続いて、 30年代は公団等が設立され、それらへの資金供給が増大した。これ

らの機関の設立を主要なものについて表示すれば次のようになる。

日本電信電話公社 27. 7 (法 250)

電源開発株式会社 27. 7 (法 283)

農林漁業金融公庫 27. 12 (法 355)

中小企業金融公庫 28. 8 (法 138)

日本住宅公団 30. 7 (法 53) 

愛知用水公団 30. 8 (法 141)

農地開発機械公団 30. 8 (法 142)

日本道路公団 31. 3 (法 6) 

森林開発公団 31. 4 (法 85)

日本原子力研究所 31. 5 (法 92)

日本原子燃料公社 31. 5 (法 94)

北海道東北開発公庫 31. 5 (法 97)

公営企業金融公庫 32. 4 (法 83)

理科学研究所 33. 4 (法 80)

中小企業信用保険公庫 33. 4 (法 93)

日本貿易振興会 33. 4 (法 95)
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第 8-6表財政投融資計画の推移(原資)

-------z__土 28 29 30 31 
32 

当初 改 定

一 般 iコEミh 計 483 200 107 20 
資金運用部資金 1，580 1.580 1，712 1，699 2，128.5 
簡 保 資 金 190 460 503 564 740 
見 返 資 金 185 
産業投資会計 425 175 160 132 377.5 
内)減 税 国 債 200 
余 剰農産物資金 214 177.6 
特殊物資資金 70 

計 2，863 2，415 2，766 2，592.6 3，246 3，146.5 
公 募 債 365 390 430 900 845 377 

総 計 3，228 2，805 3，196 3，492.6 4，091 3，523.5 
自 己 資 金 等 1，443 1，687 1，823.5 2，020.4 3，164 

第 8-7表財政投融資計画の推移(運用)

~一ーた芝 28 29 30 31 32 32改

民間への資金供給 1，771 1，426 1，692 1，954.6 2，576.5 2，231 
内〉開 発 銀 rr 600 335 305 80 250 190 
電源開発会社 200 260 308.5 372 446 405 
農林漁業金融公庫 231 200 205 210 250 150 
国民金融公庫 80 111 110 125 200 270 
住宅金融公庫 180 145 190 196 265 175 
中小企業金融公庫 130 130 120 135 200 300 
金融債引受 300 190 
愛知用水公団 32 12 
住 宅 公 団 (150) 209 365 235 
道 路 公 団 80 100 40 
輸出入銀行 220 245 102 102 
北海道東北開発公庫 80 135 85 
勤労者厚生 75 65 

政府事業建設投資 367 285 360 408 444.5 280.5 
内〉国 有 鉄 道 230 190 240 295 295 195 
電 電 公 社 107 70 75 85 95 35 
道 路 整 備

地 方 債 1，090 1，094 1，144 1，130 1，070 1，012 

ムロ 計 3.228 2，805 3，196 3，492.6 4，091 3，523.5 

〈単位:億円〉

33 34 

2，437 2，928 
858 1，000 

277 382 

一

3，572 4，310 

423 888 
3，995 5，198 

〈単位:億円〉

33 34 

2，546 3，338 
325 450 
344 400 
195 285 
235 250 

273 330 
275 275 

50 81 

312 352 

127 149 

80 360 
110 120 

75 85 

449 760 
285 505 

35 50 
54 78 

1，000 1，100 

3，995 5，198 
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第 5節金融政策の展開と金融制度の検討

1 金融政策の推移

講和前後の金融情勢を、一つの流れとしてとらえることはできない。したが

って、この時期の金融政策もかなり流動的であった。しかし、それは無政策を

示すものではなく、すでに記したように、朝鮮動乱に前後して進められた金融

体勢整備への方針は、輸銀、開銀の設置、農林漁業資金会計の設置、預金部の

資金運用部への改組拡充に具体化し、さらに講和後の農林漁業公庫、中小企業

公庫の設立、長期信用銀行法の制定等、むしろ着実な歩みを示し、さらに後述

するように、金融制度の組織的な検討を進めるなどで、講和に伴う自立経済へ

の体制適応は進められた。このような体制整備は、長期的な視野から取り上げ

られたものであり、その基盤はそれぞれの時点の具体的な状況に根ざしてはい

たが、それぞれの時点の問題解決で、はなかった。ドッジ・ラインの安定政策に

対応する金融政策、朝鮮動乱ブームに対処する外貨金融、景気過熱の抑制、動

乱終熔に伴う反動の後始末と続き、戦後の金融政策がほとんど政策らしい操作

もなく過ごされてきた時期から、ょうやく中央銀行の金融政策が動くような状

況となってきた時期には、すで、にその後の金融問題の根っこに腰をすえたオー

バー・ロー γが生じていた。講和後の財政の急膨脹は消費と投資を刺激し、そ

れが国際収支の不安を招き、 28年から29年にかけての金融引締政策となるが、

それは戦後の初めての金融政策らしい調整政策であった。そしてこれを契機に

オーバー・ローンの解消による金融正常化が期待されたが、それもスエズ動乱

と前後する投資の急増で立ち消え、再び国際収支の悪化による引締政策の実施

となった。

このような朝鮮動乱以降の金融政策の推移は、それ以前がほとんど政府資金

の操作による調整で、あったのが、漸次、中央銀行による調整へと体制転換を始
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めたことを示した。この転換過程をいくつかの間題によって概観することにし

Tこし、。

個別的性格の問題は後回しにして、まず日銀の金融政策の推移をみよう。既

述のように、ドッジ・ライ γの過程では、日銀は国債の買上げ等によって金融

の過度の引締まりを緩和する政策を採ったが、動乱前に方向を転じて、この措

置を抑え、経済調整策の仕上げを志向した。しかし、動乱による特需の増大に

よって銀行の貸出しが急増し、日銀も貸し応じなければならなかったが、輸入

の遅れを取り戻すために 9月以降始められた外国為替貸付(日銀ユーザンス〉

が、貸出しに代わる資金供給策となった。しかし、特需に便乗する園内投資の

増加に対処して、 25年12月からは積極的な貸出しの引締に政策を転じて高率適

用を引き上げた。

ところが26年春から夏にかけて財政の資金吸収と、朝鮮動乱の停頓からくる

国際的市況の軟化とによって、資金がつまり滞貨が増大したので、銀行の滞貨

融資に日銀も貸し応じた。この間政策態度としては3月に高率適用を強化し、

さらに10月には公定歩合を 2厘引き上げ(商業手形割引歩合を 1銭6厘に〉る

などの手を打ったが、 26年中の諸企業の合理化投資の盛行は銀行貸出しを増加

させ、日銀の貸出しを高水準に維持する結果となって、これが26年末以降のオ

ーパー・ローンの定着となった。 26年末に日銀の貸出は動乱開始の25年 6月末

に比して728億円増加して1，586億円となり、外国為替貸付金は1，383億円が残

った。 27年から28年にかけては、動乱による需要急増加に乗った投資も一服し

て景気は停滞気味で、あったが、 28年度に政府が積極的財政政策を採ったことも

あって、個人消費の増加と投資の増大とが輸入増加と輸出停頓をもたらしたの

で、日銀は28年秋から窓口規制の強化、高率適用の強化、輸入金融の抑制をは

じめ、緊縮予算編成の方針に合わせて、 29年 1月と 3月に分けて高率適用をさ

らに強化するなどの金融引締めを進めた。この財政金融両面の施策で、単に国

際収支の均衡回復を図るだけでなく、物価を引下げ、経済の合理化近代化を図

ろうとした。
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引締政策によって、 29年中に国際収支は均衡回復し、 30年から31年にかけ

て、数量景気といわれた経済の好調が続いた。この期間に輸出は伸び所得が確

実に上昇したが、投資が比較的落ち着いていたので銀行貸出もあまり伸びず、

31年春には日銀貸出が極端に減少して、オーパー・ローンが解消したかの印象

を与えた。このような状況のなかで30年 8月には、日銀はこれまでの高率適用

を中心とする金融政策を公定歩合政策中心に改め、高率適用の縮小と引き替え

に、公定歩合を 1銭6厘から 2銭に引き上げた。公定歩合操作による政策体制

に適する環境が、 31年春のコーノレ市場にも現われ、それまでのコールの異常高

もようやく適正な水準に落ち着いた。この時期には金融の正常化あるいは政策

運営の適正化のための措置がいろいろと採られている。歩積み両建の自粛、長

短期金利の引下げ、金融機関資金審議会の設置、金融制度調査会の設置、政府

短期証券の市中公募等である。

オーパー・ローン解消の時期は長く続かなかった。 31年後半には企業の投資

は急速に増加し、スエズ動乱による国際環境の変化もあって輸入は急増した。

1，000億円減税、 1，000億円施策の積極政策を示す予算編成もあって、 32年に入

ると日銀の貸出しは急増し、国際収支も悪化しはじめた。歳出繰延べ措置に先

だって公定歩合の引上げが3月 (1厘〉と 5月 (2鹿〉の二度にわたって行わ

れた。 3月の引上げは高率適用の整理(第1次、第2次の区分を廃し、 3厘高

一本へ〉に対応するもので、あったが、引締めの必要は早くから予想されていた

ので、政策転換の印象を強めた。 32年の引締めでは、 29年の際のような広い経

済政策目的は示されなかったが、輸出増進が望まれて、 6月には輸出前貸手形

についての公定歩合が引き下げられ、 7月には27年2月以来続いていた別口の

外国為替貸付取引が廃止された。 33年に入って国際収支の不安が薄らいだとこ

ろで、 6月、 9月にそれぞれ2厘、 1厘と公定歩合が引き下げられた。

朝鮮動乱以降の金融政策の基本方針は、再三の景気変動を経ながら、日銀の

公定歩合政策中心の体制へと固められていった。それは個別的な特殊な政策運

営の体制を、総合的一般的な方向に転換を図ったもので、あった。この転換過程



186 第 8期第2章財政自立体制の確立と大蔵省

に採られた特異な施策についてみることにしたい。

財政資金収支が金融の緩急を左右することで、この収支差調整が金融操作の

課題となるが、この課題の一端として、一時的ではあったが、 27年から28年に

かけて国庫余裕金の市中預託が行われた。すでに24年に指定預金が行われた

が、 26年秋以来の救済融資の整理が27年に入って始められ、財政の資金吸収期

とも重なって資金づまりが強まり、その緩和策として 3月から市中銀行、商工

中金等に対して指定預金の預託が始められた。その後27年度の預託は9回実施

され、その額も、 1，000億円に近いものとなったが、 28年度には第 3・四半期

以降計画的に引き上げられた。このような政府資金の操作による調整は、その

後31年末の金融繁忙期に実施され、資金運用部資金による市中銀行保有債券の

買上げが行われた。 31年度中に700億円にまで達したが、買上げは売戻し条件

付であり、金融繁忙打開の一策で、あった。

26年の動乱ブームの転換時に、銀行局が設備資金融通抑制通達を出したが

(10月〉、それより前に全国銀行協会連合会は融資自主規制の方針を固め、大蔵

省通達に合わせて長期設備資金の規制方針を定めた。その後27年10月には規制

方針を緩和したが、 28年10月には再度規制を強化し、 29年 5月には大蔵省の抑

制方針に合わせて規制強化を定め、 6月にはその効果を上げるために金融懇談

会を設置した。この規制は特利の自粛とも合わせて図られたものではあった

が、銀行間の競争がはげしくその効果はなかなか上がらなかった。

2 金融制度の検討

金融体制整備は朝鮮動乱以降着々と進められたが、この体制運営についての

金融制度の組織的検討は少し遅れて始まった。金融制度の基本となる中央銀行

組織が、戦時の組織に日本銀行政策委員会を乗せただけのもので、あったから、

講和発効はこれら制度組織の再検討の時期を示していた。

講和発効を前に、 26年12月に大蔵大臣の諮問機関として臨時金融懇談会が設

置され、国民貯蓄債券法案、長期信用銀行法案、貸付信託法案について答申案
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を決定するとともに、金融3法(日本銀行法、臨時金利調整法、銀行法〉につ

いて検討し、 27年に3法改正についての問題提示の形で、中問答申が出された。

日本銀行法については、日本銀行政策委員会の制度について慎重に調査審議す

る必要があると考え、臨時金利調整法については、市中金利の決定は原則とし

て金融機関の自主的決定によることが望ましく、市中金利は中央銀行の金利変

更を通じて影響されるべきものと理解された。

この答申の線に即して、経済の自立発展に当って金融はその中核的機能を握

るものであり、その体制を進める必要があるとして、 27年 8月に銀行局に金融

制度調査室を設け、金融制度の整備改善に関する重要事項の調査、企画、立案

に当ることになった。

28年度には懇談会で時事に関連してオーパー・ローン解消と預金保険制度が

検討された。預金保険制度は預金者保護の検討であり、街の金融機関として広

く活動していた保全経済会、日本殖産金庫の破綻が続いたことに起因してい

た。また外国為替銀行についても諮問を受けたが、外国為替銀行については、

政府の外国為替専門銀行制度案を妥当とする意見が多かったものの、全会一致

の結論には到達しなかった。

外国為替専門の銀行設置が望ましいという意見は早くからあって、 27年9月

には東京銀行のロンドン支庖がすでにできており、各地で普通銀行が外国為替

業務を行っていたが、その内容は充実したものではなかった。しかし、横浜正

金銀行、台湾銀行、朝鮮銀行は閉鎖機関に指定されていたので、特別の銀行を

作るのでなく、普通銀行で貿易金融専門の銀行を作る方向が望ましいと各界の

意見がまとまっていた。政府案によって外国為替銀行法が29年 4月に公布さ

れ、 8月に東京銀行が外国為替銀行として発足した。

29、30年度には特に金融制度上の目立った動きはなく、 31年 2月に臨時金融

懇談会に代わる金融制度調査会の設置が決まり、これで金融制度の基本的な検

討を進めることになった。金融制度検討の説明にはいる前に金融機関資金審議

会について触れておかなければならない。
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金融機関の資金運用については、 26年の滞貨融資、倒産融資が進められたこ

ろに、大蔵省の設備資金融資抑制の通達に先立つて銀行側が自主規制を始め、

その後、規制の緩急で資金運用の調整の努力がなされた。しかし、 29年の引締

政策の後に政党方面から金融機関の資金運用調整の要望が強まり、政府は第22

回国会 (30年 4月〉にその臨時措置についての法律案を出したが、審議末了と

なった。この案には経済団体も、臨時金融懇談会も反対していた。その後、 31

年度予算編成の過程で、資金運用調整を法的に統制することへの反対、あるい

はまたこのような調整が産業資金を圧迫する、金融正常化に反する、という反

対はあっても、政府の各会計、財政投資の計画と民間資金の活用とによる財政

金融一体化への方針実現のためには、各界の意見を反映して金融機関資金運用

の大綱を決めることが望ましいとの見解にたって、金融制度調査会によって金

融制度の基本の検討を進める方針にあわせて、 31年 2月に、閣議は金融機関資

金審議会を設置する方針を決めた。

さて、金融制度調査会の問題に移ろう。金融制度調査会の設置は法律上のも

のとなり、金融制度調査会設置法は31年 6月に公布された。大蔵大臣から「金

融情勢の推移にかんがみ、現在の金融制度につき改善を要する事項如何」とい

う諮問を受けた。調査会は、すでに懇談会で取り上げてきた、 (1)支払準備制の

可否、 (2)日本銀行法の改正、 (3)銀行法の改正、 (4)金融機関の業務分野の改正等

の再検討を取り上げた。金融制度問題については、懇談会設置以前に、戦後20

年12月に省議による金融制度調査会、 21年 2月に勅令による金融制度調査会が

大蔵省に設置されて検討されたが、その際は終戦後の金融制度の整備の方策、

重要事項を調査審議するのが目的であり、一般的基本的な検討にまで至らなか

ったので、講和後の自立体制に対応する根本策が検討されることになったので、

ある。

31年度には準備預金制度と預金者保護のための制度が取り上げられた。二っ

とも32年 2月に答申が出され、準備預金制については 5月に法案が国会を通

過、法律第135号で、公布施行された。しかし、預金者保護については相互銀行、
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信用金庫業界等から法案修正の希望もあり、預金等にかかる不当契約の取締に

関する法律は法律第136号として公布施行されたが、経営困難に陥った金融機

関に再建資金を供給するための預金保障基金制度を作ろうとする預金保障基金

法案と、同法案と表裏一体と考えられる大蔵大臣の業務監督指示権限を規定し

た、金融機関の経営保全等のための特別措置に関する法律案は審議末了となっ

た。

32年度にはいると調査会は、 (1)中央銀行制度、 (2)協同組織による中小企業金

融に関する制度、 (3)中小企業金融の信用補完制度を取り上げた。信用補完制度

については32年12月、協同組織金融制度については33年5月にそれぞれ答申が

出されたが、中央銀行制度は問題領域が広く、その影響も大きいので、調査会

内に特別委員会を設け、特別委員会の中にまた常時企画委員会を設けて調査研

究にあたった。調査会の方針として、単に日本銀行法の条文ごとの検討に止め

ず、基本的問題を十分に検討し、その考え方を固めてから具体的問題を検討す

る方法をとり、中央銀行に関して考えうるあらゆる問題が提示され検討され

た。 3年余の調査検討で35年 9月に答申が出された白それは、 (1)日本銀行の目

的および機能、 (2)日本銀行の資金および経理、 (3)日本銀行の組織、 (4)発券制

度、 (5)政府と日本銀行の関係等の諸点に分けられたが、政府と日本銀行の関係

については調査会の意見統ーができず、指示権説と議決延期権説の両案併記と

いう異例の答申となった。このため日本銀行法改正には手がつけられなくな

り、再検討の情勢待ちとなった。
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第 6節 国際通貨基金加入後の為替政策

講和発効に先だち昭和27年4月21日に、政府は国際通貨基金に加入を申し入

れた。総会は8月13日に日本の加盟を承認したので、わが国はこれで戦後初め

て国際機関加入を果たした。国際通貨基金が世界の貿易為替の自由化を基本の

目標とするものであったから、わが国の加盟はこの目標到達への努力を約束し

たことでもあり、その課題が与えられたわけであった。

講和までのわが国の対外為替取引は、米国の経済援助によって支えられ、朝

鮮動乱によって億倖な特需収入が続き、それが外貨事情に多少の余裕を示すこ

とになったが、いずれもわが国の経済の自力によるもので、はなかったので、加

盟後も引き続いて外貨管理に厳重な規制が布かれた。規制強化は世界的な外貨

不足の状況に対処したものでもあり、列国のドル確保の要求は強かった。外貨

債処理会議でイギリスがドル獲得に努力し、わが国がポ γ ド支払いに固執した

のも、この時期の国際金融情勢を端的に示す一例で、あった。

外貨運営の組織について見ょう。 27年 7月末に外国為替管理委員会と外資委

員会が廃止され、 8月から大蔵省に新たに為替局を設置し、諮問機関として外

国為替審議会と外資審議会を設置した。行政委員会廃止は占領中の行政委員会

設置の方向に対する講和後の修正であり、為替行政についての特別の扱いで、は

ない。外国為替管理委員会は管理についての行政機関で、為替政策について審

議する機関ではなかったが、管理行政についての問題が政策内容に関係するこ

とが多く、管理と政策についての意見調整に困難な面もあった。委員会は大蔵

大臣の行政権限外にあったことがこれを助長していた。かくして行政委員会を

諮問委員会に切り替え、政策と管理についての行政の調整体制が実現された。

国際通貨基金 (IMF)加盟後の為替政策は、為替自由化への一歩一歩の歩

みであるが、それは平坦な道ではないし、また自由化を標傍して進められた政

策でもない。政府が自由化への意思表示をしたのはずっと後のことであり、当
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初はこれら審議会は、むしろ国際収支の危険に対処する諸問題を審議研究する

機関と一般には理解されていた。したがって、為替自由化への意図と努力は大

蔵省の一部だけのものであった。そのような推移をたどらなければならなかっ

たのは、わが国の外貨事情によるといえようから、この外貨事情に対処する政

策の推移として説明しよう。

講和前後の国際金融事情はかなり不安定なもので、あった。ドッジ・ライン実

施はわが国の輸出伸張が経済自立の不可欠条件であることを意味していたが、

その年にポ γ ドの切下げがあって、わが国は相対的に不利な条件下におかれ

た。しかし朝鮮動乱で特需収入が増大して、 ドノレはかなり潤沢となった。他

方、ポンドの劣勢は平価切下げ後も続いて、 26年にはポンド紙屑論が出るほど

ポンド不安が高まり、わが国でもポンド過剰の意見も強かった。しかし、 27年

になるとポンド圏の輸入制限が強化され、ポンド圏への輸出が伸び、ず、保有外

貨はドノレ増大、ポンド減少の方向をたどった。外貨をドルとポンドに分けてそ

の操作をしなければならなかったのは、国際通貨としてのドルとポンドの自由

交換ができず、貿易も地域別の計画によらなければならないことによってい

た。輸入を抑えて保有外貨量の最低限を確保しなければならなかったので、 25

年から27年3月末までは四半期ごと、 27年4月以降は毎年度上期と下期の二度

に分けて外貨支払についての目途を示す外国為替予算(通称外貨予算〉が組ま

れた。その外貨予算は外貨の交換性を基準にドノレ、ポ γ ド、オープン〈清算勘

定〉の 3勘定に区分され、通貨別、品目別に輸入金額が定められた。わが国の

外貨事情はこの外貨予算の推移に端的に示されている。

27年度の外貨予算(以下すべて当初予算、予備費を含む輸入貨物予算と貿易

外支払予算との合計〉は、総計で上期13.5億ドル、下期16.8億ドルで、あった

が、下期の増大はドノレ地域からの食糧、棉花輸入増加によっていた。 28年度に

はロンドンの日英貿易会談によって、イギリスの輸入制限が緩和されたが、保

有ポンドは減少の一途をたどった。外貨予算は引き締められて上期15.55億ド

ル、下期16.59億ドルで、あったが、この中でポンド地域は、 27年度下期の4.63
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億ドルから28年度上期の2.99億ドルへ圧縮されていた。 29年度は引締政策下の

計画で全体に圧縮されたが、外貨事情はすでに29年度上期から好転して外貨不

安が薄れ、 30年度以降は外貨予算もゆとりを示し、地域指定のないグローパノレ

予算が増大した。このころは国際収支の悪化とも関連してドル重視に移り、ド

ル節約が強化されていた。 30年度上期以降32年度上期までの半期ごとの外貨予

算は、順次に13.17億ドル、 15.88億ドル、 18.87億ドル、 23.41億ドル、 26.43

億ドルと増加したが、この問、自動承認品目 (AA制)は増大し、 31年度下期

の物資関係19.15億ドルの中で、グローパノレ予算を90%にまで拡げ、 AA制を

3.9億ドノレに増大したo このように外貨予算はその枠をゆるめつつ規模を大き

くしていったが、 32年度上期の景気過熱による国際収支悪化で、 32年度下期の

計画は20億ドルをわずかに超える大きさに圧縮された。それでも AA制は3.3

億ドノレが認められた。

29年度下期以降の余裕ある外貨予算編成と、 AA制品目の増大、グローパノレ

比率の拡大は、欧州諸国の通貨交換性回復への自由化推進意図に即応した措置

であったが、欧州では31年中は外貨事情が悪く、交換性回復への問題から遠の

いていたo しかし、 32年にわが国が外貨危機で大わらわになっている聞に欧州

の事情は好転し、再び交換性回復への動きが強まり、欧州各国は33年末に一斉

に交換性回復を実施した。このころわが国も外貨不安から脱しており、外貨予

算も33年度は、上期20.24億ドル、下期22.14億ドル、 34年度上期23.99億ドル

と漸増し、 AA制も5.8億ドルに達した。

33年末の欧州の通貨交換性回復後、わが国も積極的に自由化への政策の方向

をとり、 35年は自由化の年といわれるほどに貿易、為替の自由化は国民の常識

に結ひ、ついたが、自由化措置はこの時期に急に始められたものではなく、すで

に27年の IMF加盟の年から逐次進められていたものであった。外貨の全面集

中制を続けていたのを、 27年10月以降市中預託制実施に踏みきり、 12月にはド

ル貨、 28年 3月にはポンド貨の預託を実施した。この外貨は主として輸入決済

用に充てられ、これによって別口外国為替貸付けを抑制した。この預託の効果
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を高め貿易の拡大を図るためには、通貨地域別わくを外すことが望ましかった

が、ドルとポンドの交換性がなく、それが貿易拡大を困難にしていた。これよ

り先、地域別の均衡は重視されなければならなかったが、現実問題としてポン

ド不足の事態であったから、 27年 2月にポンドユーザンスが実施された。いわ

ゆる別口外国為替貸付けで、これは外貨預託実施後も続けられた。

28年度から29年度にかけては、国際収支の悪化に対処することが為替問題の

中心となり、為替対策について特に発展はなかったが、 29年中に、この外貨危

機乗越えが見適されるに及んで、再び為替自由化への施策推進方針に戻り、第

21回国会の財政演説 (30年 1月〉にもこの自由化への意図が明示された。為替

レートを堅持しつつ為替相場の立て方の簡素化、時力化、保有外貨の管理運用

制度の円滑化、輸入物資別外貨予算運用の長期化、弾力化等の検討で、あった。

経済再建自立体制促進過程での緊急な技術導入が一段落したと理解されて、外

資導入を外資法による体制から外国為替管理法による体制に切り替え、ここで

LUA (授権保証書〉廃止へ踏み出し、為替管理についても、 (1)外貨の日本銀

行移管、運用の円滑、 (2)為替相場の建て方の簡素化、貿易金融制度の整備、 (3)

為替管理制度の簡素化、の検討を進めた。結局、外貨の移管は実施されなかっ

たが、この時期にはポンドの交換性回復が近いであろうとの期待から、外貨予

算の地域別の枠をゆるめる方向ヘ積極的に進み、外貨預託も増加して、 30年5

月には4億ドルに達した。この預託増大に対応して、為替銀行に対する過剰保

護調整のねらいで、先物相場予約手数料の引上げと LUA廃止とへ進んだ。こ

のころは、ドル、ポンドのユーザンスが増大したが、それはユーザンス制度が

始められた際のようなポンド不足に対処したものとは異なって、貿易の正常な

発展を示すものであり、外貨のゆとりを基礎においたものであった。輸入の 4

割までがユーザンスを利用し、ユーザγス引受残高が1.5億ドルを超えるまで

になった。

30年 9月にわが国のガット加盟が認められ、その翌月、政府は西ドイツとの

清算勘定協定を廃止した。 30年から31年にかけては自由化に関連のある措置が
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次々にとられている。米国余剰農産物の受入れは、多分に外貨危機対策と考え

られていたが、その第 2回目の調印が31年 2月に行われたときには、その期待

が後退して、第 1回の 8割の額に止められ、受入れは第 2回限りで打止めとな

った。しかし、外資の活用には別の面で積極的な措置がとられ、従来抑制方向

にあった外国銀行からの借款を、国内金利引下げのためにも、大いに活用する

方向に転じた (31年 3月〉。既述のように外貨予算の枠の拡大が自由化への一

つの措置であったが、 31年度上期ではAA制の品目を511に拡げ、たっぷり予

算の印象を与えた。

このような個別条件の積上げをもとに、為替相場の弾力化等の本格的な自由

イじへの体制作りが準備されたが、 32年の外貨危機によって、自由化への措置は

一時後退した。しかし、それも外貨予算の圧縮によるものであって、制度的な

性格のものではなく、 34年 4月には東京銀行を外国為替専門銀行として育成す

る方向が決まり、 9月25日にはポンド先物の自由化、 12月9日にはポンド直物

の自由化が実施された。この措置で2年越しの懸案で、あったポンドの一覧払手

形売買相場の変動上下幅を 1%に拡げ、大蔵大臣勘定 (MOF)集中分につい

ては上下3/4%幅とした。これらの措置によってポンド取引は正常化され、円

為替を国際市場に進める条件の整備が進んだ。

33年には欧州諸国の通貨交換性回復への動きに対応して、 32年来の措置を拡

充した。まず1月には為替銀行が海外市場で行うドノレを対価とする振替可能ポ

ンドの直売を認め、 6月には同様のポンド買入れを認めたが、 8月にはMOF

勘定のポンド裁定相場の上下幅を3/4%から 1%に引き上げた。 10月には為替

銀行の海外市場でポンド直物アウトライト(売買戻し:条件のないもの〉を自由

化し、 12月には同様のポンド為替のヘッジ取引を自由化した。一連のポンド対

策のほかに、外国為替管理の緩和を積極的に進めるために、 11月末には大蔵・

通産両大臣の諮問機関として、外国為替および外国貿易管理法改正専門委員会

設置を決め、自由化に本格的に取り組む姿勢を作った。このような段階に欧州

の通貨交換性の回復が実施されたので、政府は欝蕗なく自由化を進める態度を
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とり、外国為替管理法改正の具体化へ審議を促進するとともに、 34年の新年

早々に、為替銀行に対して指定通貨のスワップ(売買戻し条件付外貨売買〉、

先物アウトライト自由化を認めた。 19日には省議で自由化促進の方針を確認

し、標準決済規則の改正〈硬貨、軟貨の差別の撤廃〉、通貨別外貨予算の廃止、

為替相場の自由化、円為替の実現、清算勘定の廃止等を検討した。外国為替管

理法改正検討の方向もこの線に沿ったものであったが、具体的な段階措置とし

て専門委員会でAA制の拡大、輸出認証制の廃止、外貨集中制の緩和等も問題

として検討された。このような諸条件の中で、 34年 3月24日に経済閣僚懇談会

が国際経済の新段階に対応するわが国の為替および貿易政策の方向について討

議し、自由化着手を確認、さしあたり 34年度外貨予算でその実現を期すること

になった。この自由化への政策方向が高度経済成長への動きと結びついた。
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第 7節 ガ、ソト加盟と関税法の整備

ガット加入を報じた新聞記事

昭和26年 5月の関税定率法の改

正で、戦前の関税定率法の不備が

一応是正されたが、講和後の事態

に即して国際的な体制を固めるた

めには、ガット機構の一員となる

必要があった。それが講和後の第

一課題であり、政府はガット加盟

準備を進めた。 28年のガット総会

で仮加盟が承認され、正式加盟は

30年 9月にようやく実現した。

ガットへの加盟は IMFへの加

盟と同様に、貿易自由化拡大の努

力を条件とするもので、具体的に

は関税率の引下げが中心的な課題

であり、あわせて貿易拡大のため

の諸制度の整備も必要であった。

さしあたり関税関係法令の整備が問題であった。関税関係法令は関税 6法とい

われて、関税法、関税定率法、保税倉庫法、保税工場法、税関貨物取扱人法、

噸税法があったが、 26年の改正で関税定率法は一段落していた。 27年には関税

法の改正で指定保税地域が設けられたが、関税制度全般の体制は明治以来のも

のであったから、その整備が望まれていた。関係法令の整備は27、28年を通し

ての検討によって29年に法制化され、 29年 7月に実施、通達も11月に公表施行

された。この間、法令整備について、税関長の意見を徴し、慣例を法制化し、

法案を第 6次まで作り替えた(この改正の際に関税定率法の改正も加えられ
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た〉。

29年の関税関係法令の改正の重点は、税関の近代化、税関手続の簡素化、保

税制度の改正の 3点であった。 6法の中の税関貨物取扱人法と噸税法について

は一応別個の扱いとして、他の 4法の体系整備を主目標としていた。税関貨物

取扱人については、一部に税理士・経理士と同様の扱いにする意見もあった

が、明治以来の習慣もあり、個人営業とすることによる混乱を避けて、 29年の

改正では手をつけることが見送られた。関税関係法令改正の主題であった税関

の近代化は関係法令が、保税工場法が昭和2年の制定であるのを除いて、いず

れも明治30年から43年までの聞に作られたもので、法体系としても古いもので

あったのを、近代的な体系に切り替えることであった。法体系としての古さは

実用としての不備とは必ずしも直結せず、行政運用によっては活用しやすいと

ころに従来の関税法令の特色があったが、そのような行政運用、慣例に従って

いた事項や新しい経済条件について、法体系として概念を明確にし、運用の合

理化を図ろうとするのが改正のねらいであった。輸入の定義一つについてもこ

れを明確にすることは容易ではなかったo 29年の改正で、保税倉庫法および保

税工場法が関税法に吸収一体化されたのをはじめ、諸般の整備が行われ、わが

国の関税関係法令は近代的な体制を整えるに至ったa
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第 8節防衛予算の諸問題

27年度予算編成の焦点に、防衛費のあったことはすでに述べたが、防衛費は

単にその増減の問題として処理するだけでは説明として十分でないので、防衛

についての政府の意図と米国の期待とから、防衛費の推移をとらえることにし

たい。

朝鮮動乱までの終戦処理費は、防衛の費用というような対外的感覚のもので

はなく、日本占領管理のための対内的経費であった。警察予備隊の創設で防衛

という対外的感触が加わり、講和後の米軍の4駐留で、はっきり防衛の問題となっ

た。したがって、占領期間中の経費は司令部の指示による計上であったし、警

察予備隊の費用捻出も司令部の指示によるもので、あって、政府には防衛の必要

についての意識は明確ではなく、計画を立てる立場にもなかった。講和発効を

前にしてもこの意識が急に変わるわけでもなく、政府の関心は経済の自立と民

生の安定に向けられていた。講和発効後の防衛の任務をわが国にまかせること

を念頭に、司令部は警察予備隊の強化を予定し、政府に期待し、安全保障条約

もわが国の防衛努力を前提としていたが、わが国としては経済自立が当面の基

本課題であったから、装備をする経済的余力がなかった。そのために、わが国

の防衛費については、講和後の予算編成に際して常に大問題となった。米国は

防衛費の増額を求め、政府は装備の効率化に基準をおいて、資力、労力の節約

を図ろうとして、それが交渉上の焦点になった。

動乱の25年に予備隊が発足したときは、人員7.5万、予算200億円であり、 26

年度予算も人員7.5万を前提としていたが、 27年度予算では人員を増加して11

万として経費が見積もられた。終戦処理費に代わるものとしては駐留軍維持費

があった。米軍維持費は3.6億ドノレと予定され、その 2分の 1の分担がわが国

に期待された。実際の予算に計上するにあたって、この1.8億ドノレのうち0.25

億ドノレは施設提供費として別に計上し、残り1.55億ドノレが防衛分担金の基本額
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となったが、講和発効までの 4月の27日分を削って、 27年度の分担金は506.73

億円となった。この費用分担決定について、その半永久的負担を政府は望まし

いと考えず、米軍も半永久的日本駐留を望まず、わが国の防衛努力に応じて分

担金を減らすことが協議されていた。 27年10月に警察予備隊は保安隊と改称さ

れた。

米国はわが国の防衛力を早期に強化して、 32.5万に増加することを希望して

いたが、政府は27年度予算で予備隊7.5万を11万に拡充したのち、特に強化計

画を進めず、大蔵省でも28年度予算編成にあたって、この11万の計画のままの

人員で予算を組んだ。このために、 27年度に計上した防衛施設費が不用となっ

たこともあって、 28年度の防衛関係費が27年度を大きく下回ることになり、防

衛力の強化、防衛費の増額を求める米国の主張とくい違って、政府は苦しい立

場に立った。米国は32.5万の要求を撤回し、わが国も人員漸増の方向を認め

て、最終的には18万まで強化することを決め、 29年に13万とする計画を進める

ことになった。

29年度予算では、 1兆円予算編成の政府の経費圧縮の意図を米国に了解させ

て、分担金を25.2億円減の532.8億円とし、施設提供費52億円、保安庁経費788

億円を計上したが、経費繰延べの一般方針に沿って保安庁経費を約6%削って

742.85億円にしたので、 29年度の防衛予算は1.327.65億円となった。この保安

庁経費の節減についても米国の意向と対立し、分担金の減額も29年度限りのこ

ととする米国の立場に対して、 30年度の防衛予算については、 29年度予算をも

とにして決定するものと政府は主張して、 29年度の実行計画1，327.65億円のワ

クで予算を決め、増額を抑えた。 30年度では保安隊に代わる自衛隊を13万から

15万に増強することを予定し、分担金も532.8億円を380億円に縮めた。

このような毎年の防衛経費の交渉は、予算編成にとっても大きな支障となっ

ていたので、 30年度以降の 6ヵ年計画を立てるについて、経費負担の方式決定

を検討し、 30年 8月には防衛庁費と防衛分担金の関連を作る方向を定めた。 31

年度予算編成に当って、日本側は防衛庁費と施設提供費〈債務負担分を含め)
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の増額の半分だけ防衛分担金を削ることを求め、米国側は防衛庁費の増額の半

分の分担削減を了解し、分担金算定の基準を27，28年度の1.55億ドル (558億

円〉としたので、分担金の基準を30年度の380億円とする政府の立場とかなり

の差があった。しかし、防衛庁費増分の半額の分担金削減の方式が31年度から

決まって、防衛予算の編成はようやく軌道に乗り、防衛庁費の漸増によって、

分担金は35年度になくなった。
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第 3章成長経済下の財政金融

昭和30年代、特にその後半の経済は、講和後数年の経済を自立経済と題する

ことが許されるならば、成長経済と見てよいであろう。高度成長といい、ある

いは安定成長といい、表現に差はあっても、経済の発展を意識の基礎において

いた点では変りはない。この間の財政の運営も、実行手段に差があっても、経

済成長に関連した問題のとらえ方をしたものであった。成長を促し、成長の条

件を作り、成長の後始末をした。投資を助長し、道路を整備し、景気を調整

し、教育を振興し、社会保障の充実を図り、そしてその聞に貿易為替の自由化

を実現した。個々の施策は必ずしも成長政策そのものではないが、それらが総

体として経済活動に結びついたとき、戦前にも戦後のそれまでにも見られなか

った高度の経済成長が実現された。このような時期の政策の特色をいくつかの

部面に分けて概観することにしたい。


